
1者随契 相見積 プロポーザル

1
ウチナーンチュ子弟
等留学生受入事業

沖縄県出身移住者の子弟及
びアジア諸国の優秀な人材
を留学生として受け入れる事
業で内容は下記のとおり。
・留学生の募集及び選考
・大学や研修受入機関との
入学、受入手続業務
・入国、出国手続
・住居の手配、奨学金の支給
等
・留学生の管理
・留学生と県民との交流の促
進、ネットワーク作り

41,526 ○

当該契約の相手方は、留学
生の応募や推薦、帰国後の
活動調査等において海外県
人会より継続的な信頼と協
力体制を獲得している団体
であり、また、留学事業にお
ける交流ネットワークをアジ
ア諸国等に広げており、同地
域における公的機関及び教
育機関より信頼を担保され、
留学生の応募、選考、推薦
に至るまでの協力を得た実
績があるため選定した。

○

留学生受入業務（航
空券発券業務等）及
び県内研修における
バスの運行・手配に
係る旅行業者への再
委託

文化観光ス
ポーツ部交
流推進課

公社等名　　公益財団法人沖縄県国際交流・人材育成財団　　

県と公社等の委託事業に係る随意契約状況調査票（平成29年度）
教育庁教育支援課

№ 委託業務名 委託業務内容 契約額（千円）

随意契約の方法

随意契約の理由
再委託
の有無 再委託の理由 県の担当課



2
ウチナーネットワー
クサポート事業

沖縄県を国際交流の活動拠
点とするため、県実施の国際
交流事業への参加者（OB・
OG）を中心としたウチナー
ネットワーク構築に寄与する
人材を育成する事業で内容
は下記のとおり。
・将来のネットワーク構築を
目的としたワークショップ等
の開催
・移民、平和学習の推進
・OB・OGを中心とした交流会
の開催
・OB・OGを対象としたデータ
ベースの作成、管理

6,994 ○

本事業を効果的かつ効率的
に実施し、事業の目的を達
成することが可能な機関は、
以下（１）及び（２）の機能を
有している（公財）沖縄県国
際交流・人材育成財団であ
る。
（１）ＯＢＯＧとのネットワーク
を構築するために必要とな
る、昭和44年から蓄積・更新
された最新のデータ保有して
いるのは、（公財）沖縄県国
際交流・人材育成財団のみ
である。
（２）これまで蓄積された交流
事業ＯＢＯＧのデータを適切
に活用し、当該事業を効果
的に推進するために必要な
データを日々維持管理し、海
外県人会からの信頼性と公
益性を有しているのは、（公
財）沖縄県国際交流・人材育
成財団のみである。
以上のことから、本事業は性
質及び目的から契約を履行
できる者が特定され、競争入
札に適さないものと考えられ
るため、（公財）沖縄県国際
交流・人材育成財団と随意
契約を締結するものとする。

○

ワークショップや歴史
学習バスツアーに関
するプログラム作成、
ガイド及びファシリ
テーションを教育旅行
事業業者へ再委託

ウチナーネットワーク
大合宿等に係るバス
の運行・手配を旅行
業者へ再委託

文化観光ス
ポーツ部交
流推進課



3
ウチナー民間大使
活動促進事業

民間大使の事業実績に対す
る助成金の支給及びその選
定

1,480 ○

当該契約の相手方は、本事
業を実施するうえでの海外
県人会の個人情報を有して
おり、海外県人会より継続的
な信頼と協力体制を獲得し
ている団体である。本事業を
効率的・効果的に実施でき、
実績もあるため選定した。

文化観光ス
ポーツ部交
流推進課

4

平成29年度グロー
バル・リーダー育成
海外短期研修事業
【専門高校生国外
研修】

専門高校生を台湾、オースト
ラリアに派遣し、現地産業の
視察や現地高校生、大学生
及び沖縄県出身者との交
流、インターンシップ等を実
施することによって、グロー
バル社会に対応した農業、
工業、商業等の産業振興を
担う人材育成を図る。

24,969 ○

事業の委託にあたっては業
務委託企画提案応募要領及
び仕様書による公募型プロ
ポーザル方式により広く企画
提案書の公募を行い、業者
の実績・実施体制、企画提案
プレゼンテーションの内容等
を勘案した上で事業執行可
能な業者を選定し随意契約
を行った。委託業者について
は本プログラムの目的の達
成、企画・運営・実施の円滑
な運営を行うため、プロポー
ザル方式による選定を行っ
た。

○

現地学校等における
プログラム実施に係
る業務、航空運賃等
のロジスティック業務
及びホームステイに
関する業務は現地団
体に任せた方が効率
的・効果的な研修内
容が期待できるた
め。

教育庁県立
学校教育課

74,969 3 0 1 3

4 件
県との委託契約の件数

（随意契約含む。）

合計


